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最適システム論の形成をめざして

て，体制のパフォ 
(28)

，てくることである。

ではないことである。また第2 に，意思決定の過程が 

どのようなものであるかによ 

ンスへの影響は異な

諸制度め分析においては，次のような問題が横たわ 

っている。すな，わち，ある制度の機能は，他の諸制度 

との関連の中で各種の条件によって様々に影響される 

ので，それ1つのみを取り出して評価を下すととは困 

難であるしとである。たとえば, 市場機構の機能は， 

それに組み入れられる計画の要素との関係や，そこで 

の情報め状態，そこに参加する各経済主体の意思等と 

の関連の中で扱われて初めて，より現実的な評脑がな 

されうるであろう。最適システム論への要請は，兀来， 

部分システムだけを考えてより良くなされたはずの社 

会行為が複雑な相互作用，すなわち，反応のタイム.
ラダ，アナウンスメント•エフヱタト，政策変化の短 

期と長如の結果め矛盾などを含めた各システム間の相 

互作用の結果，事態を全体としていっそう惡イ匕させる 

ことにもなりかねないという事実に由来していること 

が，ここで想起される。

我々が市場と計画を如何に組み合わせた社会を実現

するかということは，第 1 に，我々が考える様々な目

標群の間^ :どのような優先順位をつけるかということ>
また第2 に，そのゥ* イト付けされた目標を達成する

ための様々な制度をどのように選びうるかということ

に基づいている。そして，これは，政治過程を通じて合
(29)

意 （あるいは妥協）の成立という形で具体化される。そ 

の場合に，どのような目標（あるいは価値）を優先し， 

どのような体制がより有効に働くかということについ 

て，人々に正確な認識を与える点において，最適シス 

テムに関する知識は重大な意味をもつものと考えられ 

る。まさに，我々は，「そのなかに自由が重喪な要素 

として含まれているようないかなるシステムにおいて

も，システムに関する知識は常にシステムを変化させ
(30)
吝J ということ，そして， 「社会システムについての

われわれの知識が不正確であればあるだけ，そのなか
(31)

での自由の要素はそれだけョリ少なくなる」というこ 

と.を主張しているボ一ルディングの言に注目すべきで

すなわち，情報と制御の依! く合理的システムが整備 

されてくればくるほど，組織における恣意的な行為の 

余地が縮小してくる。集団的意思決定においても,そ 

のシステムの各成員の解人的評価と，集団的決定によ 

る評価との差異を最小化することが可能になる。この 

ような差異を最小にするような決定を採用することが， 

社会システムの運営€ とって重要となる。

最適システ今の実現めためには，社会*経済の管理 

調整のメ力ニズム自体を選祝可能な変数の中に組み入 

れ，代替的な社会. 経済メ力ニズムの設計•選択を考 

えることが重要である。そして，そのようなシステム 

の下で，そのシステムに属する人々の意思決定への参 

加という要素をいっそう増大させる方向で集団的行頭T 
の意義を再搀討する，公共経済学の分野の成果をいっ 

そう採り入れることが必要である。すなもち/猶々多 

様な価値判断を有する多数の個人が,公共的諸変数に 

関して如何に協定を成立させ,実行するかというメ力 

ニズムの分析が組み入れられなければならない。そし 

て，この.ような最適システムは，' 不断の不均衡発展の 

過程において，その中で起こる諸々の変化への対応を 

組み込んで行くことのできるシステムである。

以上のような最適化を行なっていく経済体制につい 

ての規範的な分析は，現代社会の経済的，政治的,社 

会的, そしてクCの他の実態的分析を通じ，それらと結 

びつくことによって初めて，最適システムの実現のた 

めのより現実的な条件を提示しうるものと考えられる。

(大学院経済学研究科博士課程）

注(28) IK村公宏，前掲論文

( 2 9 ) この丨丨腿!を特に扱うのが, 最近において盛んになってきている公共経济学の分野である。

(30) Kenneth E. Boulding, Beyond Economics, The University of Michigan, 1968 (公文俊平訳『経济学を超えて』， 

竹内揹店^ 1970年，p. 102) ' -
( 3 1 ) 前揭W, p . 103 •

一 • 58 (560) ■— -

I ； ...-

:> 

s 

' 
t
f
l
t
t
,
. 
.
 

.
 

.

i
.
?
» 

- 

i
- 

• 

•
.
. 

: 

.

.

.

.

.

.

.

.

.

1

•
-
s
-
:
.
n

J~
.
r
-:
,
~r
l
l
-
v

タイル著

『計 量 経 済 学 の 原 理 』

Henri Theil, Principles of Econometrics, 
John Wiley & Sons, 1971

「講義に出席し，教科書や雑誌論文を読んで化学者 

になれるとは誰も考えない。彼は時間とエネルギーを 

実験室における実際の研究にも当てるべきである。こ 

れと同様に，経済学における統計デ一タを現実のデ一 

タに触れることなく操作できるとは誰も考えない」と 

序文冒頭でタイルは述べている。そしてこのデ一 タ操 

作を可能にする手法を応、用と結びつけながら，できる 

限り追求しようと努めたとも述べている。この序文に 

おいて化学者を経済学者に，実験室を現実の経済（自 

然が我々 に提供してくれる巨大な实験室）におきかえれば 

タイルの意図ははっきりするであろう。

教科窬は，我々が現実のデータに直面したとき，何 

をなし，何をなすべきではないかということを教えて 

はくれない。理論•実証両面における長い研究過程の 

中でこのようなことがわかってくるに違いない。とは 

いえ,やはり最初に定評ある教科書にしたがって学ぶ 

に_ したことはない。その意味において，広範P1にわ 

たってすぐれた研究をしているタイルのこの書物に期 

待するところは大きい。

タイルの著書は「経済関係の線形集言わ(1954),「経 

済の予測と政策j (1961),「政府および企業のための最 

適決定ルールj (1964), .「応用経済予測j (1966),「経済 

学と情報理論J (1967)など多数に上り，計量経済学の 

方法論の分野においても，タイルは2 段階最小2 乗法， 

3 段階最小2乗法の開発，誤差項めBLUS推定量，系 

列相関の検矩など虛耍な貢献をしており，理論*防用 

両面’にわたり，幅•広い活蹯をしている最も著名な計量 

経済学者の1人である。

n

入門的な計量経済学の講義に出席して，背景となる 

統計学の知識が弱く，行列の知識も婷耍であると感じ 

たならば，研究の初期の段階においては，すなわち精 

神が瑞々しいときには，時間とエネルギーの一部を突 

際問題よりむしろ分析手法（technkjue)に当てた方がよ 

く，そうすれば，精神が円熟したときに，解決すべき 

P3題およびデ一タ分析にこうした手法を用いることが 

できよう。モデルは用いるべきものであって信ずべき 

ものではないということを理解するには円熟さを必要 

とする。とタイルはやはり序文で述べている。

本書は，しかし初歩的な数理統計学および行列の知 

識は与えてくれない。これらの知識, すなわち行歹IJの 

初步的な知識および基本的な正規分布の理論， t, F 
分布，点推定，区間推定，それに仮説検定についての 

原理は本書を読むにあたっての予備知識とされている《

m

本書の構成は次の通りである。

第 1 章は行列，第2 章は統計学の予備知識を要約。

第3 章 最 小 2 乗法と標準線形モテ•ル

第4 章偏相関と重相関

第 5 章誤差項の統計的分析

第6 章一般化最小2 乗法と線形制約

第7 章若午の線形関係式の結合

第8 章漸近的分布理論

第9 章同時方程式モデル入門;概略

第10章同時方程式モデルにおける統計的推測

第11章 特 定 化 お よ び 集 計 分 析 •
第I2章計量経済学の未開拓領域 

この構成からわかるように，本書にはスぺクトル分析, 
移動平均法などの時系列分析は含まれていない。

各章の各節には入門コースを学ぶ読者のために， A 

(推鍵)， B (選択) , C (推奨せず）の記号が付けられてお 

り，配列においてもL、かなるA もそれ以前のB ， C i t  
依存することはなぐ，Bはそれ以前のCに依存するこ 

とはないというように配慮されている。したがって， 

読者は自らの水準に応じてA, 13, Cの記号にしたが 

って取捨選択して読んでI 、けばよく，7 0 0頁近L、この 

大著を始めから終りまで順番に読んでいくというよう 

な読み方は決して賢明ではない/,

59細 ）
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さらに，本書においては，著者自身のシカゴ大学に 

おける経験から入門コースの教え方，セカンドコ一ス 

の教え方などについても説明がなされている。_

以下で評者が計量経済学を学び始めた頃の貧弱な知 

識 (というより零知識) を思い出しながら，タイ〉レの指 

示 f c したがってまずA を学び，次にB, C という順序 

で読み進んでし、くものとして，各章の内容をもう少し 

くわしくみていくことにしよう。

まず, イントロダクシ a ンのところでは経済関係の 

類型を行ない，行動式と技術式， ミクロとマクロ，静 

学と動学，定義式と制度式などの区別をあげてし、る。 

このような区別とその意義は，経済学を学び始めた頃 

には何か漠然としてつかみどころがなく，それゆえ入 

門のところで余りこだわる必要もないけれども，クリ 

ストの r計量経済学のモデルと方法」における説明と 

くらベて余り納得的なものではない。このことはその 

後の最小2 乘回癌のあてはめの説明にもみられる。同 

じ事の説明をクリフ、トの書物とくらベてみるのがよい 

であろう。

第 1 章の行列および第2 章の統計的推測と分布の理 

論については，序文で述べられているように，これら 

について十分な知識をこの 2 章で与えようとしたわけ 

ではなく，第 3 章以下で必要となる知識を整理してい 

るに過ぎない。それゆえ，始めて行列を学ぶ人は第1 
章を読んだだけでは行^}について理解することはまず 

不可能であり，とくに私自身の知識落時点を振り返っ 

てみて，第一章の説明では1 次独立，したがってrank, 
それに正値定符号の概念を理解することが困難である 

と思われる。

雄本的確率分布，積率母関数，点 (区間) 推定，仮説 

検定をあつかっている第2 章についても同じことがい 

えるわけであり，始めて統計学を学ぶ人が，この章の 

説明だけで理解できた，あるいは理解できた積りで先 

へ進t rべきではなかろう，とくに, X2, e, F の驻本的 • 

分布および仮説検定の論理についてもう少しくわしく 

(たとえば，ム一ド•グレイビルの「統計迎論入門」などで） 

学んでおく必奴があろうt

V

第 3 窜に入って，1923平から1939年までのオランダ

の織物消費を例にとりながら，最小 2 乗法と標準線形 

モデルの解説がなされている。少なくとも3 .3 節まで 

にとりあげられているテーマも説明も新味はなく，む 

しろ初心者にとっては，ジョンストンのテキストの方 

がわかりやすいと思われる。

本章でとりあげられているテ一マは多岐にわたって 

いるが，類書に余り解説されていないものとして， 

BLUP (最皮線形不偏予測）(3. 4節)，誤差分散め最良(不 

偏）2 次形式推定量（3. 5節）があげられよう。

第 3 章のみで判断する限り，応用面に留意しながら 

データ解析の手法を説明したいという序文で述べられ 

た著者の意図がどの程度生かされているか疑問である, 
例をあげよう。予測誤差分散は一定の仮定の下で 

ゲ[X ^X O O ^X ^ +  I]

で与えられるという説明がなされている。 ここで， X 

(T X K )は観測期間の説明変数行列，X ^ toxK ) は予 

測される時点( w 時点）め説明変数行列， I は単位行列， 

び2は誤差分散である。しかしこの式をみただけで予測 

誤差分散について認識を深めることは困難である。た 

とえば，m = l ( 1 期先のみを予测する），K = 2  (定数瑣と 

説明変数1側の場合でこの式を（Pd題6. 6 にあるように） 

書き直して

び2[ 1 + T + ■c x ^ -x r

2  ( X i - x r ]

とすれば，予測誤差分散は，⑴標本の大きさT が大き 

い程，⑵予測される時点の説明変数想定値X * が標本 

平均 x に近v、程 (v、v、かえれば，x * が観測期間の値から 

それほど大きく痱離してV、ない程),そして最後に⑶ 観測 

期間中のX の変動が大きい程小さくなり，予測の精度 

があがることがわかる。.それではT は大きければ大き 

い程良いかというと，無条件でそうはいえず，とくに 

構造変化の有無の観点からのcheckが必要であるとい 

うような指摘が欲しいととろである（ク メ ンタの「|H*费 

経済学の兹礎j にはとのような説明がある。）

また，回 帰 分 析 パ +  t f において，K X 1べクト 

ル の 仮 説 検 定 が F 検定で可能であるというこ 

と (3 .7 m は別に新しいことではないが，/?0の値が単 

に仮説値ではなくて，これまでの観測や知識から得ら 

れている理論値であり，新たに 1 組の標本がとられた 

ときにこの標本におけるVの変動が理論式が- X ルか 

ら説明される値と有意に異なっているかどうかという 

分樹にも用いることができるということを，応用例を 

あげて説明してあればもっと注意深くこうした手法を

60 (5ぬ）
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学んでいけるに違いない。多重共線性に関する説明も 

同様である。

本章最後の節（3. 9) は標準線形モデルにおける限定 

_ 項として，.⑴線形性，⑵分析者はすべての適切な説 

明変数を知っているであろうか，⑶分析者はパラメ一  

タの値に関して完全に無知であろうか，⑷観測誤差，

㈤ 集計，（6)従属変数のラグ付き値，（7)同時方程式体系， 

⑶不均一分散⑶相関めある誤差項という問題をとりあ 

げて読者に注意を促し，後章への橋渡しとしている。

第 4 章は偏相関と重相関をあっかっている。本章に 

おいて特色ある叙述としては偏相関係数とスチューデ 

、ノトのf の間の関係を表わしている式(174頁(3.11)式)， 

それに実用上有用である.ことがわかっていながら，..'余 

り用いられなI 、各説明変数の被説明変数に対する寄与 

を示すグラフ（185頁，因4.5)(タイルが初めて用I 、たグラフ 

ではないが）の 2 っである。

自由度調整済み決定係数W は計量分析において， 

回帰の適合度を伝える最もポピュラーな尺度となって 

いるにもかかわらず，奇妙なことにf |.量経済学のテキ 

ストにおいて十分な説明がなされていない。，タイルは 

「経済の予測と政策j の中でも“この修正の真意義は 

ただちに明らかとなるであろう/  (訳書230頁)と述べ 

ているけれども，初めてこのU2に接したとき，少な 

くとも私にとっては“ただちに明らか” ではなかった。 

タイルの前著にくらベれば，本書における説明の方が 

わかりやすいけれども，：もっとすぐれた説明は残念な 

ことに計量経済学のテキストよりも，最近出版された 

「多変暈解析法j (奥野忠ー他）の方にある。

第 5 章は 5 .1 節を除いて残り.はすべてCの記号が付 

けられているので，いま入門コースを学んでいる私は 

これらCの記号のっいている個所は飛ばして先へ進む 

ことにする。この大著を配列されている通りにすべて 

読んでI 、くことは賢明でないと先に沄づたけれども, 

初心港のお前には無理だから先へ行けといってこうも 

数多く記号CがっいてV、るのは精神衛也上快いことで 

はない。記号がA ではなくてc と逆にっけてあること 

をせめてもの慰めにしながら，5 . 1 節を学ぶと，ここ 

では最小2.乘残差べクトルの（母集郎誤差べクトルに 

对する最皮線形不偏性，Qo丨d fc ldとQ u an d tの不均一. 
分敗の検宠，ダr*ビン . ワトソ比につい 't 簡単な知 

識を得ることができる6

第 6 章は標準モデルにおける誤差分散の仮定（均一 

性と無相関）をくずした場合の推定問題，すなわち-^般 

化最小2 乗法（GLS)が説明されている。実際上，どの 

ようなときにこの標準モデルにおける誤差分散の仮定 

がくずれるかということに対して次のような指摘があ 

る，不均一分散の発生にっいては，もともと均一分散 

をもっている原デニ.タを異なった大きさのグル— プに 

分けたとき, 系列相関にっいては分布ラグモデルの例 

があげられている。

系列相関がある場合の有効性の低下や推定法にっい 

ては/ どの書物も多かれ少なかれあっかっているが， 

実際問題においてどのようなときに系列相関に気を配 

らなければいけないか(たとえば，移動平均のよ5にデ-  
タ加工から生ずる系列相関，階差モデルから生ずる負の相関 

など）ということを著者の豊富な経験からもっと例を 

あげて欲しかったと思うのは私ばかりではあるまい。

vn

第 7 章は，第 9 章の同時方程式体系へ入る前に，同 

時決矩の概念を知るために都合の!良い分析手法として 

Z e lln e rによって提起さ■れ た seemingly unrelated 
regressionをあつかっている。すなわち，どの方程式 

をとづても，すべての説明変数が非確率変数で内生変 

数を含まないために，この方程式体系は一見無相関に 

みえるけれども，係数の一部が等しい，あるいは方程 

式間の誤差項が相関をもっという意味において無相関 

ではないとV、う連立方程式体系のパラメ 一タ推定の問 

題があっかわれている。

この方法は，とくにミクロのレベルにおいて説明変 

数を所与とみなすことができるような状況（家計の消费 

行動, 個別企業の投資行動など）に適用可能性が大きいに 

もかかわらず余り用いられていないようである。7 .1 

節 は Z elln erの原論文の本質を巧みに紹介している。

7. 2節以降はB, Cの記号がっけられている。

. 8 章は漸近的分布理論をあっかっており. 計量経 

済学において重要な地位を占めているにもかかわらず， 

理解し雜V、個所でもある。確率収束というもっとも頻 

繁に現われる概念ひとっとマても，確率という概念が 

入って.ぐるために，数学的極限値■と.はまた興なった困 

難をもたらす，タイルが述べているように「一致性は 

標本が十分大きいときに，サンプリングェラ一が非常 

に小さくなる確率が高くなるということを意味してい 

るにすぎないJ (8. 2節)。しかし，このことはんが o
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の一致推定量であるというとき，所与の£, d > o およ 

び ^ > « 1 > T を満たすすべてのt u U に対して 

Pr{\dt, - 0 \ < s ) < P r {\0t l ~ 0 \ < s ) > l - S  

となるようなTが存在することを意味するものではな 

い。いいかえれば，サンプリングユ•ラ一を何％以内に 

するためには，どれだけの大きさの標本が必要かとい 

うことは不明である。漸近理論では必要な標本の大き 

きを決めることはできない。

同時推定法がO LSからの決定的な意識の変革をも 

たらしたにもかかわらず，実際上ほとんど用全なさな 

い最大の理由はこの辺にあるのであろうン一致性を含 

む漸近分布の理論について（できれば，B, C の記号の個 

所にも服を通して）本章を読めば，実際上問題となるい 

くつかの点を知ることができよう。

Vffl

第 9 章は同時方程式体系の大標本理論による統計的 

分析を行なっていないという意味において， informal 
な入門となっており, そこでは，内生変数，外生変数， 

構造方程式と誘導形，最終形，乘数， 2SLSなどの概 

念がK -Gモデルを例にとって説明されている。第10章 

の初学者にとっては難解な統計的分析へ入る前に，K- 
G モデルによって同時方程式とはいかなるものかが説 

明され，モデルの見方も本章を読めばよく分るように 

なっているのは有意義である。

しかし，不満もある。識別に関してばもっぱら数学, 
的叙述にもとづいており，その思想を汲取ることはで 

きない。「数学もまた言語なりj というギブスの言葉が 

サミュユルソンの《■経済分析の基礎j の冒頭に引用さ 

れているけれども，とと識別に関してはそれをorder 
あるいはrankの問題として片付けたのでは言語とし 

ての数学が伝え得ることは限られる。それゆえ，under­

identified の問題も，内生変数と先決変数の数という観 

点からのみ片付けられており，その突証分析における 

蜇要性には何も触れられていないのは残念である。わ 

れわれは通常reduced formを推定するけれども，そ. 
の reduced formを導くために理論上前提された構造 

方程式のパラメータが識別できないとすれば，reduced 
formの決走係数がど.れ程高くても,■このことはその 

理論の正当性を何ら証明するものではない。なぜなら 

ば, 識別不能であるときには，どれ程多くの標本が得 

られようと，あるいは追加されようと，推定された誘 

_ パラメータから構造パラメータが理論的袈請を満

たしているかどうかを検証できないから，そのような 

理論は観測事実と対決するということがなく，poorな 

理論であるといってもよいであろう。もちろん，この 

ょうなことは著者は百も承知であろう。にもかかわら 

ず，識別の問遽をもっぱら技術的に処理したのは何故 

であろうか。初学者にとって多くを説明するまでもな 

いと考えたのであろうか。私はむしろこのような点を 

十分把握させるょうな解説がなされることを望みた 

い。そうすれば，精神が円熟するまでの間に，霜子 

計算機にょる愿大な無:駄な’outputを出す盘が少なく 

なる窖である。この識別の問題に関しては，让村論文 

(*■近代経済学講座J 計置分析篇1に所収)，あるいはFox 
(intermediate Economic .Statistical) の方がはるかにす 

ぐれている。

第10章は3 段階最小2 乘法(3SLS),完全情報最尤法 

(FIM L),制限情報最尤法CLIML), k グラスなどの推 

定法おょびその大標本理論にょる統計的分析がされて、 

いるが，すべてB あるいはCの記号であり，最初は本 

章を飛ばして次章へ入ることにしよう。

第11章は計量経済学研究者が常に理論と実証の間で 

遭遇する重要な問題，関数の特定化と集計問題をあつ 

かっている。経済理論にょって関数形まで特定(匕され 

ることは余り多くないし, さらに， 1 つの事実を解釈 

しょうとするいくつかの代替的な概念図式が存在する， 

特定の関数形がa prioriにどのょうなimplicationをも 

っているかを検討しておくべきことはいうまでもない 

ことであり，そのょうなimplicationが事実と対決さ 

れなければならないこともいうまでもない。しかし， 

ダイルも述べているょうに，何が説明変数として選択 

されるべきか，関数形をいかにすベきかに関しても理 

論にょるべきであるという議論は，理論を過大視する 

ことになろう。とすれば, 結局統計的な茈準，たとえ 

ば最小残差分散基準にょって判断するょり他にないの 

であろうか。最小残差分散菡準が唯一の拠り所ではな 

いということに藉者は注意を促し, 予測力—— |li律度 

を判矩するひとつの方法—— も重要であると述べてい 

る。

しかし,恐らくこの程度の指摘では初学者はまた累 

々とfitting 'game*を行なうのではなかろうか。ある経 

済現象を説明しょうとする概念図式はいくつかある。 

それらをT„ T2, ••.…, T „ としょう。統計的仮説検矩 

は T iが离ではないという仮説l U i )を設定し，H。⑷ 

が標本にょって棄却されることを期待する。パラメ一 

タ空問を双仮説11。( 0 に含まれる；の部分盌間を
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■Go(i)としよう。そうすると兑(幻= £ —必(ゼ）は，理 

論 T ,が真のとき，すなわち対立伖説扎⑷が真のと 

きの々の部分空間である。 '
理論T“ T2, Taに含まれる(あるいは含まれない)部分_ 

空間が上図のように表わすことができ，仮説Ho(l)(T, 
が真ではない)，Ho(2), H o(3)とも棄却されたとしよう。 

上図は

■Si⑴ = iGi⑵コ必(3)
を意味しているから，理論T“ T2, T3はいずれも標本 

と矛盾していなかったとはいえ，t 3 はT,，T2 よりも 

一層厳しい制約の下に事実と対決したわけであり，そ 

，れゆえTs の残差分散が多少T“ T2 のそれより大きい 

としてもTaの方をとるべきであろう。

一般に，対立仮説H iに含まれるパラメ 一タ空間を 

狭くするような厳しい理論的制約の下に検証がなされ 

るべきであろうと私は考える。余りにも広いパ ラ メ 一  

タ（部分）空間を許容するような対立仮説の下では，事 

，実と厳しく対決することはなくなり，ちょっとした思 

七、つき程度の理論(とV、われるもの)が氾濫し，I 、ずれも 

事実と矛盾しなI 、，したがって最小残差分散基準が幅 

をきかすということになる。

ところで，厳しい制約の下に検証するということは， 

制約付最小2 乗法を適用すべきであるということを， 

直ちに意味しようとしているわけではない。制約条件 

の中には，消費者行動における効用極大化を1つの公 

準として認めるならば，スルツキー方程式における代 

替効來の対称性のようにパラメータ推定上制約条件と 

なるべきものもあるが，制約条件それ！̂体が検証され 

なければならないという場合が多い。安易に制約付最. 
小 2 乘法を用いるべきではない。_ 実を理論に合せる 

のではなく，理論を事実に合せなければならない。

理論がパラメータの点制約，たとえばr = R p まで 

.課すことができることは稀であるし，たとえそのよう 

な制約を課することができてもその制約は間遠ってい 

るかも知れない。そのとき制約付最小2 乗法を行なえ 

ば，制約条件r = R b*を満たすパラメータ推定蛩b* 
はえられても，それはバイアスをもつ。本章を読めば 

そのバイアスの程度，および6* の共分敗行列が制約 

なしの最小2 乘推矩量b の共分舣行列とどのように異

M  IL

なつているかを知ることがで.きよう。しかし，ここで 

述べたような方法論上の間題点を著者は触れようとは 

していない。

K

第11章を終えて入門コースは終了である。今度はB, 
Cの記号の付I 、た個所を学ぶことになるが，A の個所 

に多くを割き過ぎたため，セ力ン_ドコースにおいては， 

残差分散行列の最良線形不罈スヵラ一推定量 BLUS 
(5. 2節以下)，制約付最小2 乗法（各章)，漸近分布(第8 
章)，同時方程式体系推定法(第10章)および消費者需要 

の分析が各章でなされているということだけを述べて， 

最後の第I2章に入ることにしよう，

第12章，計量経済学の未開拓領域において取り上げ 

られているテーマは，⑴回帰戦略（変数増加法，変数減 

少法など)，⑵変数の誤差，⑶頑健性と任意分布（distri- 
bution free )の方法，⑷確率係数を有するモデル，（5) 
prpbitおよびlo g it分析, (6}情報理論，(7)ベイズ推測 

の7 つである。これらのうち，⑴，⑵，⑶については 

割合よく知られているであり，⑶については最近出 

版された Zellner の 『Bayesian Inference in Econome- 
tr ic s jに詳細に述べられている。ここでは，⑷，(5),
(6}について觅ておこう。 ■:

確率係数を有するモデルとは

Jyn = baidx„ + £a a= l,  ....... ,-T
において，係数が確率的に変動する場合である。 

ただし，写(し）=/3, Var (6„)=び丨2 Var (“ ）= び。2 と仮 

定されている。このとき，標本からが，の2 およびび， 

を推宠することが目的である。ところで確率変動をす 

るパ ラ メ ー タ と は一体なんであろうか。何がパ ラ メ 一  

タをして確率変動させるのであろうか。このようなこ 

とが問われる前に，モデルをいたずらに複雑にするこ 

とは避けるべきであろう。確率変動をするパ ラ メ ー タ  

の期待値を推定する方向よりは，パ ラ メ ー タ の非対称 

性，関数の非可逆性などについて努力がなされるべき 

であろう。

次に，分析者の関心が，たとえば自動卑脒入額では 

なく，自動車を購入するか否か，購入するとすればあ 

るFr与の所得水準のときの購入確率はどの位の値であ 

るかということにあるとき，被説明変数はo と1 の間 

の値をとるため通常の線形固掃は使用できない。それ 

ゆえ, . （0 , 1)-> (一oo, oo) となるような変換が必喪で 

あり，この変換例がprobit浚換であり, lo g it变換で
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ある。その他にこのprobit変換あるいはlogit変換に 

よって分析できる例が若千述べられており，一読に値 

する。

情報理論と経済学に関しては，著者はすでに一冊の 

書物を書いているが，本書においてはもっとも基-本的 

な概念，ユントロピーを説明し，本来，確率によって説 

明されたェントロピ一の概念が，非負の領域において 

所^'の総和をもつような対象に対しても適用できると 

いうことを説明している。このことは，単にウェイト 

としての意味しかもっていないものを，総和が1 にな 

るように銮準化することによってそれらを確率とみな 

すベイジアンの方法を考え'れば別に驚くべきことでは 

ない。しかし，エントロピー（平均情報蛩，あるいは不確 

実性の尺度）という通信理論における概念を経済学に適 

用してみせたというところにその価値を見出すべき 

であろう。情報の伝達と保持を目的とした情報理論 

(それは通信•電話回線などの通信ばかりではなく，感覚の伝 

達，細胞の伝達にも仿用されている）が，経済学を含めて 

社会的な情報という分野に今後どのように芯用され， 

どのような成果を上げることができるのかは，（少なく 

とも私にとって’は）判定し難い。とはいえ，タイルの研 

究が礎石となっていくことは確かであろう。

X

ノ700頁にも及ぶこの大著を通読し終えて，そのvoht-

m eに圧倒され評者は少し疲れを感ずる。書評は主と 

して応用面に対する配慮が欠けた部分があること，お 

よび方法論的な観点から不満足な点があるという2 点 

から行なってきた。しかし，私がこの程度の批判をし 

たところで，ほとんどすべての分析手法を網羅し，消 

費者# 要分析を中心としていくつかの比;用例が含まれ 

ている本書の価値が何ら損われるものではない。特に, 
制約付最小2 乗法については各章で種々の問題点がと 

りあげられている。

計量経済学は尨大な知識の集積をもっており，本書 

は現段階における集大成であるといって良いであろう。 

本書にもっと多くの事を追加することは容易である。 

多重共線性，加重回帰に関するもう少し精細な議論， 

さらに時系列分析等々。しかし，粗い計S 分析が行わ 

れ，電子計算機による“連続的. 自動的処理”が流行 

し，outputを出す前ではなく，出てから考えるという 

思考の欠如さえある今日，問われているのは，あるい 

は必要なのは計量分析上の方法論であり, 概念図式の 

組み方であろう。分析手法の開発はもうたくさんだと 

いっているわけではない。同時推定法の小標本逋論， 

集計理論等々重要な問題は山積している。こうした分 

析手法の開発と同時に，アブロ一チの仕方に関しても 

っと論争が起るべきであろう。

(John Wiley & Sons, 1971年刊，736頁，7,200円）

蓑 谷 千 凰 彦

(铎济学坪助手)
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LA PROPRIETY FONCIERE DANS 

LA REVOLUTION FRANQAISE

m  Km m Aro W a im M  ，

Dans la ma^iere des biens, la liberation du sol par 1’abolition du regime feodal, represente la. 
r e f e r ,  esseniielle du legislateur revolutionnaire. Les consequences de cette mesure, qui a ete 

B  terre ce que la cpnquete de l^egalite civile fut pour les ^rsonnca, ont ete incalculable 
En achevant d’abattre ia feodalite, la Revolution s ^ t  fait apercevoir. La r6forme fonciere 
qu elle decreta retentit profondement dans tous la France.

La liberation du sol de la France feront robjet de ce ouvrage. II a paru indispensable de

p r in te r  un tableau du regime fonder en vigueur devant FAssemblee Constituante, TAssemblee 
Legislative, et la Convention.
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and the Accumulation of C apital(1)

by Isamu Kitahara

■ ■ ' 『-い ■ ： - ■ . . .

Contents
Introduction

Section I. The Economic Structure of Monopoly Capitalism and the External Expansion.

1 . Desire for the External Expansion of Monopoly Capitalist Groups and the Capital Export.
2. The State Overseas Policies as closely related to Monopoly Capitalist .Groups.

Section II. The Conditions for External Expansion.
1« Horizontal” External Expansion.
2. “Slopewise” External Expansion.
3. “Vertical” External Expansion.

Section III. The Reaction of the External Expansion to the Economies of Monopoly Capitalist. 
Country.

Section IV. The Antagonism and Cooperation among various Economic Empires.


